












Radical  reforms  for  public  interest













　　　The  accounting  standards  for  public  interest  corporations  were  revised  in  October, 
2004  after  an  interval  of  about  20  years.  However, these  accounting  standards  were  revised 
again  so  that  three  new  laws  passed  in  May, 2006  to  reform  the  existing  public  interest 
corporation  system  are  expected  to  take  effect  in  December, 2008.
　　　In  this  article, I  clarified  the  process  before  the  new  accounting  standards  weve 




2004 年 10 月に全面的に見直され，2006 年４月以降に開始する事業年度から実施されるものとされた。
　しかし，この新しい会計基準（以下，『2004 年基準』）は，『平成 20 年度（2008 年度）公益法人に関
する年次報告（公益法人白書）』に見られるように，この基準を完全に適用している公益法人が全体の
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年 11 月 30 日までに，移行手続きの認可を受けて，一般社団法人あるいは一般財団法人になるか，「公
益法人認定法」に定める公益性があるとして移行認定を受けて，公益社団法人あるいは公益財団法人に
なるかのいずれかの対応が必要であり，移行手続きを行わない場合，５年後に法人は解散したものとみ


















会計をめぐる状況が従来と一変していることなどから，2004 年 10 月に「公益法人等の指導監督等に関
する関係省庁連絡会議申合せ」として『2004 年基準』が設定され，2006 年４月１日以降に開始する事
業年度から実施するものとされた７) 。







































































定法」第 5 条第 12 号）。






















・貸借対照表  ・貸借対照表    ・貸借対照表




・財産目録  ・財産目録 　 （削除）
 ・キャッシュ・フロー計算書    ・キャッシュ・フロー計算書
　（大規模法人のみ）   　（会計監査人設置法人のみ）







































－ 172 －関西国際大学研究紀要　第 10 号 － 173 －
公益法人制度改革と新・新公益法人会計基準（『2008 年基準』）
５．	 おわりに
































－ 172 － － 173 － 関西国際大学研究紀要　第 10 号
公益法人制度改革と新・新公益法人会計基準（『2008 年基準』）
（注）
１） 　現行の公益法人は，平成 20 年 12 月 1 日以降，旧民法第 34 条に規定される社団法人及び財団法人
を指すことになるが，本稿は，脱稿時（2008 年 11 月）の表記による。
２） 　公益法人に対する指導監督等を行うため，1996 年９月に閣議決された「公益法人の設立許可及び
指導監督基準」（５．財務及び会計　（１））には，公益法人は，「原則として公益法人会計基準に従い，
適切な会計処理を行うこと。」と規定されているが，総務省の『平成 19 年度（2007 年度）公益法人
に関する年次報告（公益法人白書）』（第１章公益法人制度の概要　第３節公益法人に対する指導監
督等に関する制度　５．公益法人の会計処理）によると，2006 年 10 月１日現在の適用状況は下記
のようになっている。
 １．公益法人会計基準を完全に適用している　　　　  １８，８９９法人　　（７５．７％）
 ２．公益法人会計基準を一部適用している　　　　　  　３，９６３法人　　（１５．９％）
 ３．企業会計基準を適用している　　　　　　　　　　　　６２１法人　　（　２．５％）
 ４．その他（官庁会計等他の会計基準）を適用している  １，４７１法人　　（　５．９％）
　　なお，新会計基準（『2004 年基準』）の適用状況について見ると，下記のようになっている。
 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　  　　　　法人数　　　　　　比率
 １．新会計基準を適用　　　　　　　　　　　　  　　　９，５５２　　　　（３８．４％）
 ２．平成１９年度以降予定　　　　　　　　　　  　　　７，５９６　　　　（３０．５％）
 ３．未定　　　　　　　　　　　　　　　　　　  　　　６，９３５　　　　（２７．９％）
 ４．適用の予定なし　　　　　　　　　　　　　  　　　 　８１０　　　　（　３．３％）
　 　また，『平成 20 年度（2008 年度）公益法人に関する年次報告（公益法人白書）』（第１章公益法人
制度の概要　第３節公益法人に対する指導監督等に関する制度　５．公益法人の会計処理）によると，
直近（2007 年 10 月１日現在）の適用状況は下記のようになっている。
　 　『2004 年基準』を適用している法人は前年度の調査に比べてやや増加しているものの，法人全体
のまだ半数に過ぎない。
 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　  　　　法人数　　　　　　比率
 １．新公益法人会計基準を完全に適用　　　　  　　　１３，０１４　　　　（５２．８％）
 ２．旧公益法人会計基準を完全適用　　　　　 　　　　７，５３１　　　　（３０．６％）
 ３．その他の会計基準（企業会計等）　　　　　 　　　  ４，１０３　　　　（１６．６％）
３） 　KSD とは，労働省（当時）所管の財団法人ケーエスデー中小企業経営者福祉事業団（現中小企業
災害補償共済福祉財団）のことをいい，KSD の創始者である古関忠男理事長（当時）が，「ものつ
くり大学（2001 年 4 月開校）」設置をめぐって政界工作を行った汚職事件のこと。
４）　行政改革本部推進本部事務局　『公益法人制度改革の概要』
５） 　総務省『平成 20 年度（2008 年版）公益法人に関する年次報告（公益法人白書）』（第２章公益法
人制度の概要第 1 章公益法人の定義）
６） 　内閣官房行政改革推進事務局『公益法人制度改革（新制度の概要）』2005 年 12 月（１　一般的な
非営利法人制度　１．総則的事項（２）及び２　公益性を有する法人の認定等に関する制度　１．







９）　総務省「報道資料公益法人会計基準の改正」2004 年 10 月
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